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Ⅰ 教育学研究科 の教育目的と特徴 
 

１．群馬大学では、「高い倫理観と豊かな学識に立脚し、実践力を有する高度専門職業人及

び創造的能力を備えた研究者を養成する。」という教育内容及び教育の成果等に関する

目標を設定している。 

２．教育学研究科修士課程（以下、「本課程」という。）では、この目標に沿って、「優れた

教育倫理と豊かな学識を有し、教育諸科学に関する高度な専門的知識・技能及び実践力

を備え、教育現場において指導的な役割を担える教員」及び「学校教育及び種々の教育

的場面における現代的諸課題に対応できる研究開発能力及び実践力を備えた人」の育成

を目的としている。 

３．本課程は、障害児教育専攻（障害児教育専修）、教科教育実践専攻（文化・社会コース、

自然・情報コース、芸術・表現コース、生活・体育コース）の２つの専攻と１つの専修

及び４つのコースからなる。 

４．本課程は、上記の教育目的に沿った人材育成を実現するために、アドミッション・

ポリシーの中に、求める学生像として「特別支援教育、教科教育に関する実践的な研

究に取り組むために必要な学力を有する人」「教育現場において、指導的な役割を担う

ための資質・能力・意欲・倫理観を有する人」「教育実践または教科内容に関する高度

な研究に対する情熱を有する人」を掲げ、そのような視点から入学選抜を実施してい

る。そして、「教育諸科学に関する教育」「特別支援教育、教科教育に関する実践的な

教育及び各教科の基盤となる様々な学問に関する教育」を行うというカリキュラム・

ポリシーのもと、障害児教育専攻では関連領域の学びを通じて、教科教育実践専攻で

は教科横断的な共通基礎科目の学びを通じて、現代の学校教育の様々な課題に取り組

んでいる。さらに、インターンシップを通して、学校現場をフィールドとした研究を

行っている。 

５．本課程では、障害児教育専攻において「特別支援教育に関する科目」「関連領域」「特

別研究」の履修基準 30単位、教科教育実践専攻において「共通基礎科目」「コース共通

科目」「初等教育関連科目」「中等教育関連科目」「体験科目」「特別研究」の履修基準 32

単位を満たし、修士論文の審査及び最終試験に合格した者に修士（教育学）の学位を授

与している。修了生の進路状況は、現職教員は別にして、ストレートマスターの 84％前

後が教職（正規、非常勤）、４％が進学、４％が公務員、４％が研究者、４％がその他と

なっている（平成 27年度実績、現職教員学生を除く）。  

６．本課程では、各教科等の実践的な指導力に優れた高度専門職業人としての教員の育成

のいっそうの推進をはかるため、平成 27年度より教科教育実践専攻の 10専修を４コー

スに再編し、学校現場と大学院との往還を通じて実践的指導力の高度化をはかる授業を

拡充するといった大括り化及びカリキュラム改訂を行った。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

本課程が想定する主な関係者は、在学生、修了生、幼稚園・小・中・高等学校など教育

諸機関とその関係者、園児・児童・生徒とその保護者、各専攻分野に関わる研究者や学会

などである。 

在学生は専修免許状の取得と専門領域での研究指導を期待している。さらに、ストレー

トマスターの多くは教員を志望しており高度な専門的知識の獲得や実践的教育力や研究開

発能力の獲得を、また現職教員の在学生は現場での問題解決能力の向上を期待していると

考えられる。修了生は本課程が同僚や後輩となる優れた研究者や教員を輩出することを期

待しているだけでなく、研究科教員に対しては専攻分野における研究の推進を期待してい

る。また、教育諸機関とその関係者からは、教育実践につながる教育法の開発や教科内容

の専門性の追究に加え、教育現場で指導力を発揮できる優れた教員を養成してほしいとい

う強い期待が寄せられている。園児・児童・生徒とその保護者からは、地域の教育をリー

ドし、その充実に貢献できる優れた教員の養成を期待されている。最後に、各専攻分野に
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関わる研究者や学会からは、本課程教員だけでなく在学生や修了生が専攻分野において優

れた研究上の貢献を果たすことを期待されている。 

このように、関係者の多くは、本課程の教育に対して教員に求められている高度な専門

性と実践的指導力を身に付けた教員の養成、及び専攻分野における優れた研究者の育成の

両面にわたって大きな期待を寄せていると考えられる。 
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群馬大学 教育学研究科 分析項目Ⅰ 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

本課程は、平成 20年度に「教科教育専攻」を「教科教育実践専攻」に改組した。これに

より、障害児教育専攻においては「特別支援教育のエキスパート」、教科教育実践専攻に

おいては「教科のエキスパート」を育成し、教員養成を目的とする修士課程であることを

明確にした。さらに、「ミッションの再定義」において「修士課程では、各教科等の実践

的な指導力に優れた高度専門職業人としての教員の養成・研修における高い実績を踏まえ、

より柔軟な組織体制のもとで充実を図る」ことを掲げ（URL http://www.gunma-u.ac.jp/o

utline/out006/g4959）、この目標を達成するため、教科の枠を超えたより実践的なカリキ

ュラムへの改編を行うとともに「専修」を廃止し、コース制を導入した（資料２－１－Ａ）。

各専攻・コース等の教育目的等は別添資料２－１－Ｂに示すとおりである。 

 

資料２－１－Ａ 修士課程におけるコース制導入とカリキュラム改編 

 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

本課程ではミッションの再定義において「実践的指導力の育成・強化を図るため、学校

現場で指導経験のある大学教員を、現在の約20％から第２期中期目標期間における改革を

行いつつ、第３期中期目標期間末には30％に引き上げる」という目標を掲げている（URL h

ttp://www.gunma-u.ac.jp/outline/out006/g4959）。その達成のため、教員公募の応募資

格においては、義務教育諸学校または高等学校等での教職経験を重視している（URL http:

//www.edu.gunma-u.ac.jp/kobo/kyouinnkisaiyouryou8.6.pdf ）。 

本課程を担当する研究指導教員数及び研究指導補助教員数は資料２－１－Ｃのとおりで

あり、教科教育実践専攻を除き、大学院設置基準に定める数を満たしている。教員一人当

たりの学生数からみても教育課程の遂行に必要な教員を十分に確保している。 
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資料２－１－Ｃ 専任教員数及び学生数（平成 27年５月１日現在） 

研究科・専攻等名 

教員数 
大学院設置基準 

必要教員数 
非常勤 

講 師 

（b） 

学 

生 

数 

（c） 

教員一

人当た

りの学

生数

(c/a+b) 

研究指導 

教員 

研究

指導

補助

教員 

計 

（a） 

研究指導 

教員 

研究

指導

補助

教員 

計 
 うち 

教授 
 

うち 

教授 

教育学研究科 

修士全体 
47 36 29 76 45 32 36 81 2 59 0.8  

障害児教育専攻  5  2  1  6  3  2  2  5 1  8 1.1  

教科教育実践専攻 42 34 28 70 42 30 34 76 1 51 0.7  

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

教科教育実践専攻においては、前掲資料２－１－Ａに示すとおり平成 27年４月から、「専

修」を廃止し、コース制を導入した。また、平成 26年 11月７日公布の平成 26年文部科学

省告示第 161 号（大学院に専攻ごとに置くものとする教員の数について定める件の一部を

改正する告示）による改正後の基準によれば、研究指導教員及び研究指導補助教員ともに

必要とされる人数を上回っている（資料２－１－Ｄ）。 

 

資料２－１－Ｄ 教員配置状況（平成 27年５月１日現在） 
専攻等 現員 設置基準（改正後） 

専攻 コース 旧専修 

教 

 

授 

准 

教 

授 

講 

 

師 

計 

 
研究指導 

教員 
 

研究指導

補助教員 
計 

  
うち教科 

教育担当 
  

うち教科 

教育担当 
  

うち 

教授 

教 

科 

教 

育 

実 

践 

専 

攻 

文化・社会 

国語教育専修 3 3 0 6 

15 

1 

10 

1 

25 10 

社会科教育専修 4 5 0 9 1 1 

英語教育専修 2 4 1 7 1 1 

自然・情報 

数学教育専修 5 2 0 7 1 1 

理科教育専修 5 4 2 11 1 1 

技術教育専修 2 1 1 4 1 1 

芸術・表現 
音楽教育専修 4 2 1 7 1 1 

美術教育専修 2 4 0 6 1 1 

生活・体育 
家政教育専修 3 2 0 5 1 1 

保健体育専修 4 4 0 8 1 1 

合計 34 31 5 70 15 10 10 10 25 10 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

本課程ではアドミッション・ポリシーを定めている。そのなかで「入学者選抜の基本方

針」を示している（資料２－１－Ｅ）。 

 

資料２－１－Ｅ 教育学研究科修士課程のアドミッション・ポリシー 

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）～このような人を求めています～ 

求める 

学生像 

１ 特別支援教育、教科教育に関する実践的な研究に取り組むために必要な学

力を有する人 

２ 教育現場において、指導的な役割を担うための資質・能力・意欲・倫理観

を有する人 

３ 教育実践または教科内容に関する高度な研究に対する情熱を有する人 

入学者選抜 

の基本方針 
各専修が定めた学力検査、面接等の結果を総合的に判断して選抜します。 

（出典 URL http://www.edu.gunma-u.ac.jp/nyusi/daigakuin/admission_policy_m.html） 
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また、一般選抜及び留学生特別選抜の実施方法を定め、アドミッション・ポリシーに沿

った選抜を行っている。（資料２－１－Ｆ）。 

 

資料２－１－Ｆ 教育学研究科修士課程の選抜方法 

区分 選  抜  方  法 

・一般入試 

・私費外国人 

留学生入試 

・一般受験者向けの一般入試、私費外国人留学生向けの私費外国人留学生

入試に分けて合否判定 

・学力試験（外国語科目、専門科目（筆記・実技）、研究計画書に基づく

口述試験等の結果を総合判断 

・現職教員及び福祉施設職員等に該当する者については、学力試験の特例

により試験科目を一部免除 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

過去７年間における入学定員充足率の平均値は、別添資料２－１－Ｇの平均入学定員充

足率のとおりである。募集単位でみると、一部の専修において、大幅に超える状況（1.3
以上）となっているが、募集単位（専修ごと）の母数が少ないことによる影響であり、入

学定員充足率は適正なものとなっている。 

大学院生以外の現職教員にも学修の場を提供するため、平成 24年度から理科教育長期研

修院を設けており、現在では理科教育に限定せずに修士課程全体で大学院生以外の現職教

員を受け入れる体制をとっている（URL http://rika.edu.gunma-u.ac.jp/kenshuin/mater
ial/annual2012.pdf）。 

さらに、群馬県総合教育センターと申合せを締結し（別添資料２－１－Ｈ）、長期研修中

の現職教員が修士課程の授業を聴講して研究支援を受けられる仕組みを実施している（資

料２－１－Ｉ）。 
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資料２－１－Ｉ 群馬県総合教育センター長期研修員の受講スケジュール例 

 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

FD活動としては、専攻・各領域の在学者が少数であることから、履修者が多く全専攻等

で選択必修となっている科目区分（障害児教育専攻：関連領域、教科教育実践専攻：共通

基礎科目・初等教育関連科目）において授業評価を実施し、その結果を担当教員にフィー

ドバックすることで授業改善につなげている（資料２－１－Ｊ）。 
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資料２－１－Ｊ 授業評価アンケート集計結果画面（抜粋） 

 
（出典 教育学研究科作成資料） 

 

教育学部の附属施設である学校教育臨床総合センターでは、教育学部教員の資質能力

の向上と組織成長のための企画・開発・援助を行うことを目的として「教員養成

FDセンター」を設置し、研修会等を実施しているほか、教育学部及び教育学研究

科共催でFD講演会を実施している（資料２－１－Ｋ）。 

 

資料２－１－Ｋ 教育学部・教育学研究科における FD実施状況（平成 27年度実績） 

実施組織 名称 実施月日 教員参加者 内容 

教員養成 

FD センター 

新任教員 

研修会 

H27.4.13 14 名 教育学部の新任教員に対し、本学部の

特色、附属学校園の役割、教員養成の

しくみ、FD センターの目指すものにつ

いて講話を実施。附属学校園の公開研

究会と教育実習について説明。 

教員養成 

FD センター 

第１回 

教育 

サロン 

H27.7.14 10 名 学部新任教員を囲み、附属小学校の公

開研究会に参加して感じたことを意見

交換した。附属小学校教員による「附

属小学校における授業の実際と授業研

究の概要」の発表を行い、それについ

て教員間で討議した。 

教員養成 

FD センター 

第２回 

教育 

サロン 

H27.12.18 12 名 教育実習の授業参観を通じて感じたこ

とを教員間で意見交換した。附属小学

校教員による「附属小学校における教

育実習の概要と課題」の発表を行い、

それについて教員間で討議した。 
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教育学部 

教育学研究科 

FD 

講演会 

H27.11.8 50 名 インクルーシブ教育システムの構築に

向けた特別支援教育の推進 

～学校教育における合理的配慮につい

て～ 

教育学部 

教育学研究科 

FD 

講演会 

H28.2.17 76 名 「障害者差別解消法」の施行において

教育学部教職員に求められること 

 （出典 教育学研究科作成資料） 

 

教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、教育の質の向上に係る取組などの教員養成

の状況について、ウェブサイトで公開している（資料２－１－Ｌ）。 

 

資料２－１－Ｌ 教育職員免許法施行規則第２２条の６に規定する情報の掲載 

(出典 URL http://www.edu.gunma-u.ac.jp/kyoumu/eduinfo/22-6.html) 

 

(水準)  
期待される水準を上回る。 

 

(判断理由) 

本課程では、教科教育実践専攻において、平成 27年度から教科を単位とする 10専修を

廃止し、４コース（文化・社会コース、自然・情報コース、芸術・表現コース、生活・体

育コース）に再編した。再編にあたっては、各コースの養成する教員像を確認・明示して

おり、このようなコース制導入によって、学生が教科の枠を超えて実践的指導力を獲得す

るための体制がいっそう充実することとなった。 

 また、平成 24年度からは理科教育長期研修院を設けて大学院生以外の現職教員にも学修

の場を提供し、現在では本課程全体で大学院生以外の現職教員を受け入れる体制をとって

いる。さらに、平成 27年度からは、群馬県総合教育センターの長期研修員を聴講生として

受け入れている。これによって、現職教員の学びをより広く支援するしくみが整うととも

に、学生が現職教員と意見交換しながら学ぶ機会が拡大した。 

以上のことから、高度な専門的知識の獲得、実践的教育力や研究開発能力の獲得、現場

での問題解決能力の向上といった在学生からの期待、教育現場で指導力を発揮できる優れ

た教員を養成してほしいという教育諸機関とその関係者からの期待、地域の教育をリード
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しその充実に貢献できる優れた教員の養成という園児・児童・生徒とその保護者からの期

待を、それぞれ上回っているものと判断できる。 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況)  

資料２－２－Ａに示すように大学院学則第 10 条の２に教育課程の編成方針を定めると

ともに、本課程のカリキュラム・ポリシー及びディプロマ・ポリシーを定めている（資料

２－２－Ｂ、Ｃ）。 

 

資料２－２－Ａ 群馬大学大学院学則（抜粋） 

（教 育 課 程） 

第 10 条の２ 本大学院は、その教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設する

とともに、学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し、

体系的に教育課程を編成する。 

２ 教育課程の編成に当たっては、本大学院は、専攻分野に関する高度の専門知識及び能力

を修得させるとともに、当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適切に配

慮する。 

（出典 群馬大学大学院学則） 

 

資料２－２－Ｂ 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

～このような教育を行います～ 

 本課程では、学部教育を基盤とし、教育・研究の成果を社会へ還元するために、次に掲げる

教育を行います。 

１ 教育諸科学に関する教育 

２ 特別支援教育、教科教育に関する実践的な教育及び各教科の基盤となる様々な学問に関す

る教育 

（出典 URL http://www.edu.gunma-u.ac.jp/nyusi/daigakuin/admission_policy_m.html） 

 

資料２－２－Ｃ 学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

～このような人材を育てます～ 

本課程では、修了要件を満たした次のような者に、修士の学位を授与します。 

１ 優れた教員倫理と豊かな学識を有し、教育諸科学に関する高度な専門的知識・技能及び特

別支援教育または教科教育の実践的指導力を備え、教育現場において指導的な役割を担える

者 

２ 学校教育の現代的諸課題に取り組むことのできる研究開発能力及び実践力を備えた者 

（出典  URL  http://www.edu.gunma-u.ac.jp/nyusi/daigakuin/admission_policy_m.html） 

 

教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー及び学位授与の方針（ディプロマ・

ポリシー）に基づき、教育課程を編成し、別添資料２－１－Ｂに示す教育目的に対応した

必修科目、選択科目を配置するとともに（資料２－２－Ｄ）、最低修得単位数を資料２－２

－Ｅのとおり定めている。 

 

資料２－２－Ｄ 開設科目・履修方法等 

専攻 科目区分 

障害児教育 

専攻 

特別支援教育に関する科目(基礎領域・実践領域)、関連領域、特別研究(研究領域) 

http://www.edu.gunma-u.ac.jp/jp/postg_s/s_mastercourse-curriculum.pdf 

教科教育実践 

専攻 

共通基礎科目（教育実践に関する科目・教職に関する科目）、コース共通科目（教

科内容に関する科目）、初等教育関連科目（教科内容に関する科目）、中等教育関連

科目（教科教育に関する科目・教科内容に関する科目）、特別研究、体験科目 

http://www.edu.gunma-u.ac.jp/jp/postg_s/k_mastercourse-curriculum.pdf 

（出典 教育学研究科作成資料） 
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資料２－２－Ｅ 最低修得単位数（平成 27年度） 

専攻名 科目 単位数 計 

障害児 

教育専攻 

特別支援に関する科目 24 

30 関連領域 2 

特別研究 4 

教科 

教育 

実践 

専攻 

中等 

教育 

研究 

サブ 

コース 

共通基礎科目 8 

32 

コース共通科目 4 

中等教育関連科目 

教科教育に関する科目 4 

教科内容に関する科目 8 

特別研究 4 

自由選択科目 4 

初等 

教育 

研究 

サブ 

コース 

共通基礎科目 12 

32 

コース共通科目 
12 

初等教育関連科目 

中等教育関連科目 特別研究 4 

自由選択科目 4 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

また、本課程では、平成 25年度及び平成 27年度にカリキュラム改編を実施した。第１

段階（平成 25 年度）では、学校教育についての広い視野を養うことで教科教育と特別支援

教育についての学びを支えることを目的として、課程内の専門分野を横断する共通基礎科

目を大幅に拡充した。また、教科に関する科目については、中等教育関連科目と初等教育

関連科目を分離し、校種（子どもの発達段階）に応じた教科教育の課題を学べる仕組みを

確立した。 

 第２段階（平成 27年度）においては、学校現場と大学との往還を通じて学校教育の課題

を深く学び実践的指導力を高める授業として、「教職実践インターンシップ」と「教職実践

研究」を開設した（前掲資料２－１－Ａ）。各学生は、研究科での指導を通じて学校現場を

フィールドとした各自の研究テーマを設定し、学校現場（附属学校、海外の日本人学校等）

において観察・研究に取り組んだあと、研究科教員の指導の下に研究成果を取りまとめて

いる。さらに、実践研究成果報告会において研究成果を交流し、報告書を作成することと

なっている。学生の報告書は 10人強の研究科教員による研究テーマ講義録とともに冊子に

まとめている（別添資料２－２－Ｆ）。こうして、他の各種の授業と合わせて、学生の実践

的指導力を高めている。 

 さらに、平成 27 年度からは、従来から実施されてきた各領域における修士論文発表会に

加えて、修士課程全体での修士論文発表会を開催し、特に優れた発表を表彰している。（別

添資料２－２－Ｇ）。これにより、特定の教科等の枠を超えて、学校教育をめぐる多種多様

な研究成果を交流することができ、修士課程における学生の学びがさらに深められている。 

現在、群馬県総合教育センターと申合せを締結し（別添資料２－１－Ｈ）、長期研修中

の現職教員が修士課程の授業を聴講して研究支援を受けられる仕組みを実施しており（前

掲資料２－１－Ｉ）、学生（特に、学部卒業後に教職経験のないまま進学してきた学生）が

現職教員と意見交換しながら学ぶ機会が拡大した。 
また、本課程の目的に沿って、講義、演習等を開講しており、少人数教育、対話・討論

型の講義、インターンシップなどのフィールド型授業といった学習指導法の工夫を行って

いる。（資料２－２－Ｈ、Ｉ）。 

  

－2-12－ 



群馬大学 教育学研究科 分析項目Ⅰ 

資料２－２－Ｈ 教育学研究科科目の授業形態別開講数 

年度 

科目数 

講義 演習 
インターン 

シップ 
特別研究 計 

平成 27年度 150 16 6 148 320 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

資料２－２－Ｉ 授業における学習指導法の工夫 

年度 
授業 

区分 
科目数 

学習指導法の工夫 

少人数 

教育 

対話・ 

討論型 
フィールド型 

科目数 ％ 科目数 ％ 科目数 ％ 

平成 

27 年度 

講義 150 146 97.33% 3 2.00% 1 0.67% 

演習 16 7 43.75% 1 6.25% 8 50.00% 

インターン 

シップ 
6 0 0.00% 0 0.00% 6 100.0% 

特別研究 148 148 100.0% 0 0.00% 0 0.00% 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

平成 26年度より、シラバスはウェブサイト上の教務システムでの公開に一本化しており、

履修登録や休講の連絡等も当該システムに掲載することにより、学生に周知している。シ

ラバスには、授業科目名、担当教員名、目的、到達目標、概要、授業方法のほか、スケジ

ュール、成績評価基準、教科書/参考書、オフィスアワー等の学生が準備学習を進めるため

の事項も掲載している(URL https://www.kyomu-sys.gunma-u.ac.jp/Portal/Public/Syllabu

s/SearchMain.aspx)。 

授業時間外の学習時間を確保し、単位制度を実質化するため、本課程においては、履修

登録単位数の上限を年 40単位に設定している（資料２－２－Ｊ参照）。 

 

資料２－２－Ｊ 教育学研究科規程（抜粋） 

（履 修 登 録） 

第８条 一の学年度に履修登録できる単位数は、40単位以内とする。 

（出典  教育学研究科規程） 

 

履修ガイダンスを実施し、履修すべき授業やその流れ、履修登録の手続き方法などにつ

いて指導を行っている。また、研究指導教員、履修手引を通じて、履修すべき授業やその

流れを点検・把握できるよう配慮している（資料２－２－Ｋ） 

 

資料２－２－Ｋ 履修ガイダンスの実施状況（平成 27年度実績） 

実施時期 対象者 ガイダンス内容等 

４月 １年次 履修に関するガイダンス 

適宜 
１年次 

２年次 
指導教員が個別に実施 

                   （出典 教育学研究科作成資料） 

 

学生の自主的な学習を支援するため、自習室、学生室、院生室などを 11室開放しており、

自由に利用可能となっている。さらに、総合情報メディアセンター中央図書館では、50台

のパソコンが使用可能となっている（URL http://www.media.gunma-u.ac.jp/guide/

itc/pc-room/list.html）。 
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本課程では、現職教員など社会人の教育ニーズに応えることができるよう、一定の条件

を満たす場合には平常の勤務をしつつ単位を履修できるよう特例措置による単位履修を認

めている（資料２－２－Ｌ）。 

 

資料２－２－Ｌ 現職教員等の履修方法特例措置 

対 

象 

特例１ 特例２ 

全専攻 障害児教育専攻のみ 

適 

用 

前 

提 

ア 専修分野の特性等を十分考慮し、その教

育、研究の効果が期待されること。 

イ 第１年次においては、勤務校等(研修セン

ターの研究機関を含む。)には勤務しない

で、本研究科に登校して授業を受けること

ができ、研究に専念することができること。 

ウ 第２年次においては、勤務校等(研修セン

ターの研究機関を含む。)に復帰し、毎週定

期的に本研究科に登校して、授業を受け、

研究指導を受けることができること。 

ア 障害児専修分野の特性等を十分考慮し、

その教育、研究の効果が期待されること。 

イ 勤務校等(研修センターの研究機関を含

む。)において、平常の勤務をしつつ、夜間

その他特定の時間または時期に、本研究科

に登校して授業を受けることができ、研究

に専念すること及び研究の指導を受けるこ

とができること。 

適 

用 

範 

囲 

特別研究の分野の授業科目４単位のうち２

単位(障害児教育専攻にあっては６単位のう

ち３単位)を第２年次で修得しなければなら

ない。ただし、数学教育専修所属の現職教員

については、特別研究の分野の授業科目４単

位を第２年次で修得しなければならない。 

特別研究の分野の授業科目６単位のうち３

単位を第２年次で修得しなければならない。 

履 

修 

形 

態 

週日の午後５時以降及び夏季・冬季の休業

中にも、授業をまたは研究指導を受けること

ができる。 

専ら、週日の午後５時以降及び夏季・冬季

の休業中に、授業または研究指導を受けるこ

とができる。 

 （出典 教育学研究科作成資料） 

 

研究指導については、１名の学生に対し複数の教員による指導を行うとともに、学生が

作成する研究計画書に基づき指導している（資料２－２－Ｍ）。 

 

資料２－２－Ｍ 研究指導体制の状況 

研究指導体制の状況 

■ 研究指導教員は原則教授が担当し、研究科教授会が必要と認めた場合は、准教授に担当させる

ことができるが、研究科教授会における審査が必要となっている。また、審査に当たっては、設

置審査教員審査基準を準用して行っている。 

■ 各学生に１名以上の指導教員を定め、他の教員がそれに協力して指導している。一般に指導教

員の決定は入学直後に行うが、入学試験の段階において、研究計画書や面接を通じて指導教員と

しての適任者は誰であるかの検討を開始している。 

■ 修士論文の審査に際しては、主査１名に加えて、副査２名以上が共同で審査に当たることから、

指導教員以外の教員も各学生の修士論文審査を担当する可能性を踏まえて、１年次の段階から研

究について随時指導している。 

（出典 教育学研究科作成資料） 
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(水準)  

期待される水準を上回る。 

 

(判断理由) 

本課程では、平成 25年度にカリキュラム改編を行い、課程内の専門分野を横断する共通

基礎科目を大幅に拡充するとともに、校種（子どもの発達段階）に応じた教科教育の課題

を学べるしくみを確立した。また、平成 27年度にもカリキュラム改編を行い、学校現場と

大学との往還を通じて学校教育の課題を深く学び実践的指導力を高める授業として、教職

実践インターンシップと教職実践研究を開設している。 

 さらに、平成 27 年度からは、従来から実施されてきた各領域における修士論文発表会に

加えて、修士課程全体での修士論文発表会を開催し、特に優れた発表を表彰している。こ

れにより、特定の教科等の枠を超えて、学校教育をめぐる多種多様な研究成果を交流する

ことができ、修士課程における学生の学びがさらに深められている。 

 以上のことから、高度な専門的知識の獲得、実践的教育力や研究開発能力の獲得、現場

での問題解決能力の向上といった在学生からの期待、教育現場で指導力を発揮できる優れ

た教員を養成してほしいという教育諸機関とその関係者からの期待、地域の教育をリード

しその充実に貢献できる優れた教員の養成という園児・児童・生徒とその保護者からの期

待を、それぞれ上回っているものと判断できる。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

単位取得率は、平均して 90％以上となっている（資料２－３－Ａ）。 
 

資料２－３－Ａ 単位取得状況 

年度 履修登録者数（A) 単位修得者数（B) 単位修得率（B/A) 

平成 22年度 590 574  97.29% 

平成 23年度 553 540  97.65% 

平成 24年度 561 550  98.04% 

平成 25年度 545 535  98.17% 

平成 26年度 617 602  97.57% 

平成 27年度 653 653 100.00% 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

留年者等の状況については、留年者が在学者の 1.82～8.0％となっている。また、退学

状況については、退学者が在学者の 0.00～3.64％となっており、過去６年間の平均退学率

は 2.08％となっている。休学状況については、休学者が在学者の 0.00～5.45％となってお

り、過去６年間の平均休学率は 2.65％となっている(資料２－３－Ｂ)。 

 

資料２－３－Ｂ 留年・退学・休学状況 (留年：実績・退学：実績・休学：５月１日現在) 

年度 

在学 

者数 

（A) 

標準年限 

超  過 

学 生 数 

（B) 

留年率 

（B/A) 

退学 

者数 

（B) 

退学率 

（B/A) 

休学 

者数 

（B) 

休学率 

（B/A) 

平成 22年度 60 2 3.33% 1 1.67% 2 3.33% 

平成 23年度 48 3 6.25% 0 0.00% 0 0.00% 

平成 24年度 50 4 8.00% 1 2.00% 1 2.00% 

平成 25年度 55 1 1.82% 2 3.64% 3 5.45% 

平成 26年度 58 4 6.90% 2 3.45% 2 3.45% 

平成 27年度 59 3 5.08% 1 1.69% 1 1.69% 

                            （出典 教育学研究科作成資料） 

 

修了状況については、標準修業年限で概ね 85～95％の学生が修了している（資料２－３

－Ｃ）。 
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資料２－３－Ｃ 標準修業年限修了率及び「標準修業年限×1.5」年内修了率 

修了年 

標準修業 

年限前 

入学者数 

(A) 

標準修業 

年限内 

修了者数 

（B) 

標準修業 

年限内 

修了率 

（B/A) 

標準修業 

年限×1.5年前 

入学者数 

(C) 

（C）のうち 

標準修業 

年限×1.5内 

修了者数 

（D) 

標準修業 

年限内 

修了率 

（D/C) 

平成 

22年度 

平成 

21年度 
33* 31 93.94% 

平成 

20年度 
31 31  100.00% 

平成 

23年度 

平成 

22年度 
23* 21 91.30% 

平成 

21年度 
33* 32  96.97% 

平成 

24年度 

平成 

23年度 
22* 20 90.91% 

平成 

22年度 
23* 22  95.65% 

平成 

25年度 

平成 

24年度 
23* 22 95.65% 

平成 

23年度 
22* 22 100.00% 

平成 

26年度 

平成 

25年度 
26* 23 85.19% 

平成 

24年度 
23* 23 100.00% 

平成 

27年度 

平成 

26年度 
28* 25 89.29% 

平成 

25年度 
26* 25  96.15% 

* 修了年 22～25年度の標準終業年限前入学者数   ：退学者 1名を除いた人数 

修了年 26年度の標準修業年限前入学者数     ：退学者 2名を除いた人数 

修了年 23～27年度の標準終業年限×1.5年前入学者数 ：退学者 1名を除いた人数 

修了年 26年度の標準終業年限前入学者数     ：退学者 2名を除いた人数 

修了年 27年度の標準修業年限×1.5年前入学者数  ：退学者 2名を除いた人数 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

80％以上の修了生が修了時に教員免許を取得している（資料２－３－Ｄ）。 

 
資料２－３－Ｄ 教員免許取得状況 

年度 
修了 

者数 

免許状

取得者

実数 

免許 

取得率 

小学校 中学校 
高等 

学校 

特別 

支援学校 
幼稚園 

専修 専修 専修 専修 専修 

平成 22年度 34 30  88.24% 19 27 27 2 1 

平成 23年度 22 18  81.82% 11 16 15 2 2 

平成 24年度 22 22 100.00% 13 18 22 3 0 

平成 25年度 25 20  80.00% 8 19 19 0 2 

平成 26年度 24 20  83.33% 4 18 15 2 0 

平成 27年度 27 26  96.30% 6 24 25 2 0 

 （出典 教育学研究科作成資料） 

 

修了者のうち教員を志望している者が７割以上おり、それら教員志望者のうち９割以上

の学生が教員に採用されている（資料２－３－Ｅ）。 
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資料２－３－Ｅ 教員志願者 

年度 
卒業者数 

(a) 

教員 

志願者数 

(b) 

教員 

志望率 

(c=b/a) 

教員採用者数(d) 志願者に対

する採用率 

(e=d/b)  

うち正規 

雇用者数 

うち臨時 

採用者数 

平成 22年度 28(6) 22 78.57% 20 12 8 90.91% 

平成 23年度 18(4) 15 83.33% 14 11 3 93.33% 

平成 24年度 20(2) 20 100.00% 20 13 7 100.00% 

平成 25年度 24(1) 21 87.50% 21 16 5 100.00% 

平成 26年度 21(3) 17 80.95% 16 11 5 94.12% 

平成 27年度 25(2) 24 96.00% 23 18 5 95.83% 

*（ ）書は現職教員数を表しており、外数        （出典 教育学研究科作成資料） 

 

平成 27年度に在学生を対象に、平成 23年度に過去３年度間に教職に就いた修了生を対

象に教育学研究科の教育に関する現況調査を実施した。本課程の学修・研究に関する 14

項目ついて、到達度の自己評価を５段階評定で求めた結果では、資料２－３－Ｆに示すと

おり３（おおむね満足できる水準にある）以上の自己評価をした者の割合が 70％以上であ

った項目は、在年生が７項目、修了生が 10項目であった。第１期中期目標・計画期間中に

実施した調査結果と比べると、在学生が９項目、修了生が 12項目でポイントが上昇してお

り、本課程での学習に対する評価は向上していると考えられる。 

 

資料２－３－Ｆ 到達度自己評価 評価３以上の選択者の割合 (単位：％) 

項     目 

在学生 修了生 

平成 

19年度 

実施 

平成 

27年度 

実施 

平成 

19年度 

実施 

平成 

23年度 

実施 

 1 
教育の思想、制度、内容・方法等、教育や学校の

在り方に関する専門的知識を学修すること 
73.9 76.1 64.7 70.6 

 2 
教育の思想、制度、内容・方法等、教育や学校の

在り方に関するテーマで研究すること 
75.0 87.0 66.7 69.2 

 3 
子どもの心理、学習や発達に関する専門的知識を

学修すること 
47.8 67.7 66.7 84.6 

 4 
子どもの心理、学習や発達に関するテーマで研究

すること 
56.3 80.0 55.6 60.0 

 5 
障害を持つ子どもの指導に関する専門的知識や

技能を学修すること 
50.0 65.5 50.0 83.3 

 6 
障害を持つ子どもの指導に関するテーマで研究

すること 
25.0 45.0 75.0 100.0 

 7 
教科の教育法や授業実践に関する専門的な知識

や技能を学修すること 
64.7 90.0 84.0 85.2 

 8 
教科の教育法や授業実践に関するテーマで研究

すること 
64.3 85.0 72.2 80.0 

 9 
教科の内容に関する専門的な知識や技能を学修

すること 
80.5 79.6 77.8 96.2 

10 教科の内容に関するテーマで研究すること 83.3 83.3 80.0 85.7 

11 
教科以外の指導についての専門的な知識や技能

を学修すること 
66.7 48.4 50.0 66.7 
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12 教科以外の内容に関するテーマで研究すること 50.0 45.0 100.0 100.0 

13 
生徒指導や教育相談に関する専門的な知識や技

能を学修すること 
33.3 48.7 55.6 42.9 

14 
生徒指導や教育相談に関するテーマで研究する

こと 
40.0 37.5 50.0 100.0 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

また、本課程の授業や現場実習などの教育の現況について５段階で評定を求めた結果で

は、資料２－３－Ｇに示すとおり評価３（おおむね満足できる水準にある）以上の評定を

した者の割合が 70%以上であった項目は、全項目となっている。第１期中期目標・計画期

間中に実施した調査結果と比べると、ほぼ同率またはポイントが上昇しており、本課程の

教職員やカリキュラムに対する評価は向上していると考えられる。 

 

資料２－３－Ｇ 教育学研究科の評価 評価３以上の選択者の割合 (単位：％) 

項     目 

在学生 修了生 

平成 

19年度 

実施 

平成 

27年度 

実施 

平成 

19年度 

実施 

平成 

23年度 

実施 

 1 教員・スタッフ 94.6 92.3 89.5 100.0 

 2 教育のための施設・設備 46.4 67.7 36.8 87.2 

 3 授業編成や教育課程 83.9 80.0 76.4 84.6 

 4 教育実習等の現場実習 96.4 93.9 94.7 100.0 

 5 総合評価 96.4 96.9 89.4 100.0 

            （出典 教育学研究科作成資料） 

 

本課程の授業に対する評価結果では、資料２－３－Ｈのとおり３（満足できる授業が多

い）以上の評価をした者の比率が 90％を超えた項目は、在学生が８項目、修了生が 10 項

目であり、授業に対する満足度は高いと判断できる。 

 

資料２－３－Ｈ 授業評価アンケート結果 評価３以上の選択者の比率（単位：％） 

観点 授業評価 

在学生 修了生 

平成 

19年度 

実施 

平成 

27年度 

実施 

平成 

19年度 

実施 

平成 

23年度 

実施 

1 
出席状況等を含めた取り組み態

度の自己評価 
84.6 98.4 86.8 97.4 

2 
授業内容の適切さ(大学院の授

業にふさわしいか) 
92.9 87.9 86.9 97.5 

3 授業の内容や課題の量 91.1 83.3 92.1 92.5 

4 授業の内容や課題の難しさ 92.9 92.4 92.2 90.0 

5 授業の進め方のスピード 96.4 92.4 97.3 95.0 
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6 成績評価基準の明確さ 78.6 83.3 86.9 82.5 

7 説明等の分かり易さ 91.1 92.4 92.1 94.9 

8 質問の機会 92.9 92.4 92.1 95.0 

9 院生と接する態度 92.9 97.0 92.1 95.0 

10 授業の雰囲気 96.4 95.5 89.5 97.5 

11 
教科書、視聴覚教材、その他の

授業の工夫 
80.4 89.4 68.5 85.0 

12 授業について総合評価 94.6 96.9 86.8 100.0 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

 (水準) 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由) 

資料２－３－Ｅに示されているとおり、教員志願者の比率が高い。このことは、本課程

が高度の専門性と実践的指導力を兼ね備えた教員を養成する課程であることが幅広く浸透

し、教員をめざす進学者が集まっていることを示している。また、「特別支援教育のエキス

パート」及び「教科のエキスパート」の育成をめざす本課程のカリキュラムのもとで学ん

でいる学生が、教職への意欲を維持ないし向上させていることをも示しているものと考え

られる。 
 資料２－３－Ｆ、Ｈに示されている通り、在学生・修了生による本課程での学習に対す

る評価及び本課程の教職員やカリキュラムに対する評価において、従来から高い評価を得

ているところ、さらに評価が高まった。 

以上のことから、高度な専門的知識の獲得、実践的教育力や研究開発能力の獲得、現場

での問題解決能力の向上といった在学生からの期待を、上回っているものと判断できる。 
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

学生の修了後の進路状況については、進学率・就職率の両方を合わせて、96.3％となっ

ている（資料２－４－Ａ）。 
 

資料２－４－Ａ 修了後の進路状況 

年 

度 

合 

計 

進学 就職者 

そ 

の 

他 

小 

 

計 

大
学
院
研
究
科 

(

本
学
研
究
科) 

大
学
学
部
・
短
期 

大
学
本
科 

専 

攻 

科 

別 

 

科 

専
修
学
校
・
外
国 

の
学
校
等 

小 

 

計 

就 

職 

者 

臨
床
研
修
医 

平成 

27年度 

27(2) 

 

1 0 (0) 0 0 0 1 25(2) 25 0 1 

3.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.7% 92.6% 92.6% 0.0% 3.7% 

*( )書は、現職教員で内数                    （出典 教育学研究科作成資料） 

 

また、職業別就職状況において最も多い就職先は、教員 92.0%となっており、本課程の

目的に沿った進路状況となっている（資料２－４－Ｂ）。なお、主な進学・就職先は資料２

－４－Ｃのとおりである。 

 

資料２－４－Ｂ 修了後の進路状況（職業別） 

年 

度 

合 

計 

科
学
研
究
者 

技
術
者 

教
員 

医
師 

保
健
医
療 

従
事
者 

芸
術
・ 

デ
ザ
イ
ナ
ー

等 

事
務 

販
売
・ 

サ
ー
ビ
ス
業

等 

運
輸
・ 

通
信
業 

そ
の
他 

官
公
庁 

民
間
企
業 

平成 

27年度 

25(2) 

 

1 0 23(2) 0 0 0 1 0 0 0 0 

4.0% 0.0% 92.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

*( )書は、現職教員で内数                       （出典 教育学研究科作成資料） 

 

資料２－４－Ｃ 就職先 

就   職 

群馬県教育委員会（小学校・中学校・高等学校・特別支援学校） 

邑楽町役場 

群馬大学 

（出典 教育学研究科作成資料） 

 

平成 23 年度に過去３年度間に教職に就いた修了生を対象に教育学研究科の教育に関す

る現況調査を実施した。本課程での学修・研究の到達度と本課程の教育の現況に関する評

価結果は前掲資料２－３－Ｆ、Ｇに示すとおりである。 

本課程の学修・研究に関する 14 項目のうち 10項目で３（おおむね満足できる水準にあ

る）以上の自己評価をした者の割合が７割を超えている。本課程の教育の現況に関する結

果でも、総合評価において３（おおむね満足できる水準にある）以上の評定をした者の割

合が 100％に上り、高く評価されている。 
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 (水準) 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由) 

前掲資料２－４－Ｂに示されている通り、本課程の修了生は、教職に就いた者の比率が

高く、国立大学の教員養成系の修士課程の中でも上位に位置している。 

 以上のことから、本課程の進路・就職の状況は、高度な専門的知識の獲得、実践的教育

力や研究開発能力の獲得、現場での問題解決能力の向上といった在学生からの期待、教育

現場で指導力を発揮できる優れた教員を養成してほしいという教育諸機関とその関係者か

らの期待、地域の教育をリードしその充実に貢献できる優れた教員の養成という園児・児

童・生徒とその保護者からの期待を、それぞれ上回っているものと判断できる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 

 
（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

平成 27 年度に実施した教科教育実践専攻でのコース制の導入及び両専攻にわたるカリ

キュラムの改編により、学生の実践的指導力を高める授業及び学修環境がいっそう充実し

たものとなった。このカリキュラム改編の最大の特徴は、大学と学校現場の往還を通じて

の学び（授業名は「教職実践インターンシップ」、「教職実践研究」）の強化にある（前掲資

料２－１－Ａ）。学生たちは、この新カリキュラムの下で、学校現場をフィールドとする

研究を進め、その成果を発表・共有する（別添資料２－２－Ｆ）。この過程を通じて、学

生は学校現場に多様な課題があることを理解し、自らその課題と取り組む経験を通して、

実践的指導力を向上させている。このような本課程の新カリキュラムは、これまでにも増

して「特別支援教育のエキスパート」及び「教科のエキスパート」の育成を達成しうるも

のとなっている。以上の理由により、本課程の教育活動の状況には、重要な質の変化があ

ったと判断される。 
 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

在学生に対する到達度自己評価に関するアンケート結果では、本課程の学修・研究に関

する 14 項目中７項目において、３以上の評価をした者の割合が 70％を超えており、教育

効果を自覚している者が多い（前掲資料２－３－Ｆ）。また、本課程の授業や現場実習など

の教育の現況に関する総合評価においても、３以上の評価をした者の割合が 90％を超えて

おり、高い評価が得られている（前掲資料２－３－Ｇの項目５）。 

さらに、修了生からの回答においても、到達度自己評価の 14項目中 10項目において、

３以上の評価をした者が 70％を超えている（前掲資料２－３－Ｆ）。教育の現況に関する

総合評価（前掲資料２－３－Ｇの項目５）及び授業の総合評価（前掲資料２－３－Ｈの観

点 12）においても、肯定的な評価をした者の割合が 100％に上り、高く評価されている。 

またこれらを第１期中期目標・計画期間中に実施した調査結果と比べると、在学生では

６割近く、修了生では９割近くの項目でポイントが上昇しており、本課程の教育成果の状

況には、重要な質の変化があったと判断できる。 
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